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1. はじめに 

限界状態設計法を基本とした EC3の策定が 2003年には完了し実施の段階に入っている．ただし，国それぞ

れで細部の設計断面算定の段階では各国独自の取り扱いが行われているようである．鋼橋の重要な構造要素で

ある補剛板を例にとると，EC3は DIN FB 103 1)に有効断面法(Verfahren:Effektiver Querschnit t)とし

て取込まれているが一般的使用は制限され，通常は全断面法(Verfahren:Gesamtquerschnit t)が

用いられているようである．これらでは座屈照査の形を採っているが，英国標準(BS 2))は応力照査で安

全性を評価している．ただし，道示にはない長柱形挙動(Knickstabähnliches Verhalten , Column-like behavior)と

いう概念を何れも取り込んでいる点で共通している．我国でも限界状態設計法への準備がなされていると考え

るが，補剛板の設計を次の３つの欧州規準について道示Ⅱとの比較を行ってみた． 

規準 A：DIN FB 103 1)における有効断面法  

規準 B：DIN 18800 Teil 3 

規準 C：BS 5400-32) 

まず道示Ⅱで補剛板の設計を行い，それを欧州の方法で照査するという形で以下に報告を行う． 

2. 国内規準による補剛板の設計例題 

比較の基準とする道示Ⅱによる補剛

板の設計例題を図-１に示す．箱桁に曲

げモーメントのみが作用する状態を対

象とし，フランジの直応力度は一定

( 1ψ = )でせん断応力度は無視できる

ものとした．母材の板厚は局部座屈が

先行しない範囲にある．表-１に作用応

力度を示す．  

3. 欧州規準による終局状態の安全性照査 

3.1 照査式 

DIN と BS では部分安全係数の定義に細かな違いがあるが，主荷重

時に対して両者の照査式は次のように要約できる． 
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ここに， kQ = [作用の特性値], nR = [材料強度と構造要
素諸元から決まる抵抗の特性値], fγ = [荷重評価の不確実
性に対する部分安全係数], fLγ = [荷重係数(作用に対する
部分安全係数)], mγ = [材料強度と強度評価に対する部分
安全係数]であり，それぞれの部分安全係数の値を表-２に

示す．ただし，BSの死荷重に対する荷重係数は細分化され

ているが，ここでは死荷重全体に 1.2fLγ = を適用する． 
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図-１ 比較対象の補剛板 
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表-２ 部分安全係数一覧表 

表-１ 基本の応力度
(N/mm2)

死荷重 活荷重 合　計

σ1 142.0 67.2 209.2
σ2 135.5 64.1 199.6



規準 Bに関しては省略するが，概

略の計算フローを規準 A につ

いて図-２に，規準 C については

図-３に示す．規準 A,B は座屈

照査形の規準であり，終局強度

は補剛板の寸法諸元と材料性能か

ら算定され， 1ψ = のとき作用応力

は関与しない．これに対して規準 C

は応力度照査形であり，終局強

度は suσ に作用応力がかかわる． 

また，規準 Aと Bでは終局の照査

は１項目であるが，規準 Cでは複数

項目ある(図-３では一部を省略し，

主要なもののみ示した)． 

3.2 補剛板の照査結果 

表-３に，表-１の応力度に荷重係

数と部分安全係数を乗じた終局限界

の作用応力度を示す．これと補剛板

の寸法諸元および材料性能をもとに

各規準に沿って安全性の照査を行っ

た結果を表-４に示す． 

規準Bでは安全性が満足されたが，

規準 Aと Cでは 14%~19%ほど作用

値が抵抗値を上回る結果となった． 

4. 結論 

補剛板の設計を複数の規準につい

て，比較検討した．適用する規準に

よっては、道示Ⅱで満足される断面

でも，照査が満足されないことが分

かった．今後、規準の違いが，照査

結果に与える影響をさらに検討する． 
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図-２ 規準 Aの概略フロー 
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図-３ 規準 Cの概略フロー 

(N/mm2)

照査 ① 照査 ② 照査 ③

S（作用値） 292.5 292.5 297.6 311.1 337.0
R（抵抗値） 256.6 322.7 262.1 262.1 295.8
比率 （S / R） 1.14 0.91 1.14 1.19 1.14

S＜R OUT OK OUT OUT OUT

BA
C

適用規準

表-４ 照査結果一覧表 

(N/mm2)
BS DIN

σ1 271.2 292.5

表-３ 終局限界の作用応力度


